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環境・社会報告書 2006

株式会社奥村組　管理本部　品質環境管理部�
〒545-8555　大阪市阿倍野区松崎町2-2-2�
TEL.(06)6625-3670  FAX.(06)6623-5780

●この報告書に関するお問い合わせは�

Being a member of the construction industry, 
an "environment-creating industry," our company aims to conserve the environment, 
while being friendly to both people and the Earth.

Environmental & Social Report 2006
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株式会社 奥村組�
代表取締役社長 

社　　　名�

創　　　業�

創　　　立�

資　本　金�

受　注　高�

売　上　高�

従 業 員 数 �

本　　　社�

株式会社 奥村組�

明治40年（1907年）2月�

昭和13年（1938年）3月�

198億円（2006年3月末現在）�

2,440億円（2006年3月期）�

2,668億円（2006年3月期）�

2,493名（2006年3月末現在）�

大阪市阿倍野区松崎町2-2-2

昨今の建設業を取り巻く環境問題は、振動・騒音、建設廃棄物の不法投棄から地球温暖化に至るまで、

その規模は有形無形を問わず広範囲に及ぶものとなっています。特に地球温暖化は、化石燃料の大量

消費によるCO2の排出が最大の要因であり、生態系の破壊をはじめ異常気象による自然災害を誘発する

など深刻な影響を与えており、建設業界としても事業活動にともなうCO2の排出抑制に向け、英知を結集し

可能な限りの取り組みを進めていかねばならないと考えています。�

�

当社におきましても、平成１７年度からの３カ年計画である「環境中期行動計画２００５」の中で、CO2の

排出抑制にかかる具体的数値目標を掲げ、空調負荷を低減したビルの設計、省エネ技術の開発・提案、

工事施工における低減対策の実施など、その達成のために全力で取り組む一方、オフィス活動でも従来

から行っている紙・ごみ・電気の削減活動に加え、国民的プロジェクトである「チーム・マイナス６％」に企業と

して参加し、クールビズ、ウォームビズなども展開しています。�

�

昨年はアスベストによる健康被害や耐震偽装事件が社会問題となり、企業の社会的責任に大きな関心

が集まりましたが、当社におきましては、従来からリスク管理のあり方を経営上の最重要課題の一つであると

認識しており、本年５月に策定した「内部統制システムの構築の基本方針」では、“絶えず変動する経営

環境の中で企業として社会的責任を果たしつつ、事業にともなうリスクを管理していく”ことを改めて明記し、

その着実な実践に傾注しているところであります。�

�

当社は来年２月に創業１００周年の節目を迎えます。これからも「広く社会に貢献する」という経営理念

のもと、建設会社として社会基盤の整備や環境保全活動はもとより、社会的な取り組みも積極的に進めて

まいる所存です。そのためにも、本報告書を通して奥村組の取り組みをご理解いただくとともに、忌憚のない

ご意見をいただければ幸いです。�
�

２００６年９月�

■受注高・売上高・完工高の推移�

（単位：億円）�

2003年度� 2005年度�

受注高� 売上高�

2004年度�
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本報告書の基本要件�
●対象範囲：（株）奥村組のみとし関係会社は含みません。�

●対象期間：2005年4月1日～2006年3月31日です。ただし、一部2006年8月までの情報を含めています。�

●表紙写真：【自然に学ぶ】ハタオリドリの巣と超高層免震マンション�
　　　　　　細い木の枝などの先に、草などを編んで丸い巣を作るハタオリドリ。一見、頼りなさそうな巣ですが、枝がしな
　　　　　　ることによって強い風や衝撃を受け流し、巣が壊れたり地面に落ちたりするのを防いでいるのです。外部から
　　　　　　加わった力を吸収して、躯体に伝えない。この考え方を、私たちは建物の免震技術に応用しています。�
　　　　　　写真左　ハタオリドリと巣�
　　　　　　写真右　高さ161m。地上43階建ての超高層免震マンション「シティタワーグラン天王寺」（大阪市、2007年
　　　　　　　　　　2月竣工予定）と、免震構造を支える「積層ゴム支承」と「オイルダンパー」�

●参考指標：「環境報告書ガイドライン2003年度版」（環境省）�

　　　　　　「環境会計ガイドライン2005年版」（環境省）�

　　　　　　「建設業における環境会計ガイドライン2002年版」（建設業3団体）�

ご あ い さ つ �

会 社 概 要 �

マ ネ ジ メ ン ト �

環 境 保 全 活 動 報 告 �

社 会 と の か か わ り �

従 業 員 と の か か わ り �

1

2

環境保全に対する方針展開と体制�

2005年度の環境目標・実績�

マテリアルバランス�

環境会計�

環境マネジメントシステム�

環境配慮設計�

環境配慮施工�

コンプライアンス�

コミュニケーション�

労働安全衛生�

人事制度�

3
5
6
7
8

9
10

19
20

21
22
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ご あ い さ つ �

■完成工事高構成比�

土木工事�
37％�

建築工事�
63％�
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電線路�
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治水 �
15.8％�

港湾・空港 �
5.9％�

土地造成 �
4.8％�

住宅 �
56.1％�

医療・福祉施設 �
11.1％�

教育・研究文化施設 �
8.0％�
�

工場・発電所 7.9％�
�

事務所・庁舎 5.9％�
�

店舗 4.1％�

倉庫・流通施設 2.7％�

娯楽施設 1.4％�

宿泊施設 0.8％�

その他 2.0％�

会社概要�

contents

オフィスにおける活動�

環境配慮新技術の開発�

15
17

2,428
2,202 2,160

2,451
2,255 2,221

2,440
2,668 2,610
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当社では、次のように社長から全従業員まで環境保全に対する方針を展開しています。�

トップダウンで全社展開を図っています�
2005年度を初年度とし2007年度までの3ヵ年に及ぶ環境中期行動計画のもと、全社での取り組みを推進しています。�

�

具体的な数値目標をかかげ環境保全に取り組んでいます�

環境保全に対する方針展開と体制�

マネジメント�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

環境保全の方針展開�

社　長�

社 長 室 �

監査室�

札幌支店�

横浜支店�

東関東支店�

北関東支店�

北陸支店�

神戸支店�

福岡支店�

台湾支店�

九州支店�

四国支店�

広島支店�

関西支社�

名古屋支店�

東京支社�

東北支店�

コンプライアンス室�

経営企画部�

総務部�

法務部�

経理部�

人事部�

安全管理部�

情報システム部�

品質環境管理部�

土木部�

建築部�

環境プロジェクト部�

技術研究所�

土木営業部�

建築営業部�

技術営業部�

開発事業部�

管理本部�

技術本部�

営業本部�

事務部�
経営理念�

奥村組は「環境創造産業」である建設業の一員として、「人と地球にやさしい環境」�
の創造と保全を目指す。�

「堅実経営」と「誠実施工」を信条に、社会から必要とされ続ける企業として、�

社業の発展を通じ広く社会に貢献する。�

環境自主�

行動計画�

●基本理念�

●行動指針�
１．環境・品質・安全を一体として全社統合マネジメントシステムを最大限に活用し、�
　　継続的に改善活動を行う。�

２．環境負荷削減活動を次のとおり推進する。�

　　①地球温暖化防止対策　　　　②建設副産物対策�
　　③汚染および公害防止対策　 　④生態系保全の推進�
　　⑤化学物質管理の促進　　　　⑥グリーン調達の促進�

３．環境関連法規制、業界規範および当社が同意するその他の要求事項を遵守する。�

４．環境情報の公開を含めた社内外とのコミュニケーションを図る。�

2005年2月改定�

経　営　理　念�

社　長　方　針�

本部長方針�

支社（店）長方針�

部門長環境目標�

工事所長環境目標�

環境自主行動計画�
　基本理念�
　行動指針�
　環境中期行動計画2005�
�

環境中期行動計画2005（2005年4月策定）�

取 り 組 み 事 項� 2005年度　目標� 2006年度　目標� 2007年度　目標�

1．地球温暖化防止対策�

2．建設副産物対策�

3．汚染および公害防止対策�

4．生態系保全の推進�
5．化学物質管理の促進�

6．グリーン調達の促進�

ＣＯ2の排出抑制�

施工段階におけるＣＯ2の排出抑制�

計画・設計段階におけるＣＯ2の排出抑制�

オフィスにおけるＣＯ2の排出抑制�
ＣＯ2以外の温室効果ガス排出抑制�
緑化の推進�

建設廃棄物�

建設廃棄物全体（リサイクル率）�

建設発生土（有効利用率）�

グリーン調達の促進�
グリーン購入の促進（グリーン購入率）�

アスファルト・コンクリート（リサイクル率）�
コンクリート（リサイクル率）�
建設発生木材（リサイクル率）�
建設汚泥（リサイクル率）�
混合廃棄物（2000年度比）�

28.57�
t‐CO2／億円�

28.50�
t‐CO2／億円�

28.44�
t‐CO2／億円�

施策活動の実施�
施策活動の実施�
施策活動の実施�

施策活動の実施�
施策活動の実施�
施策活動の実施�

施策活動の実施�
98％�

83％�
42品目� 42品目� 42品目�

84％� 85％�

96％�
90％�
85％�
35％削減�
88％�
75％�

98％�
96％�
92％�
85％�
40％削減�
89％�
80％�

98％�
96％�
91％�
85％�
37％削減�
88.5％�
77％�

取り組み体制（2006年8月1日現在）�
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当社では、次のように社長から全従業員まで環境保全に対する方針を展開しています。�

トップダウンで全社展開を図っています�
2005年度を初年度とし2007年度までの3ヵ年に及ぶ環境中期行動計画のもと、全社での取り組みを推進しています。�

�

具体的な数値目標をかかげ環境保全に取り組んでいます�

環境保全に対する方針展開と体制�

マネジメント�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

環境保全の方針展開�

社　長�

社 長 室 �

監査室�

札幌支店�

横浜支店�

東関東支店�

北関東支店�

北陸支店�

神戸支店�

福岡支店�

台湾支店�

九州支店�

四国支店�

広島支店�

関西支社�

名古屋支店�

東京支社�

東北支店�

コンプライアンス室�

経営企画部�

総務部�

法務部�

経理部�

人事部�

安全管理部�

情報システム部�

品質環境管理部�

土木部�

建築部�

環境プロジェクト部�

技術研究所�

土木営業部�

建築営業部�

技術営業部�

開発事業部�

管理本部�

技術本部�

営業本部�

事務部�
経営理念�

奥村組は「環境創造産業」である建設業の一員として、「人と地球にやさしい環境」�
の創造と保全を目指す。�

「堅実経営」と「誠実施工」を信条に、社会から必要とされ続ける企業として、�

社業の発展を通じ広く社会に貢献する。�

環境自主�

行動計画�

●基本理念�

●行動指針�
１．環境・品質・安全を一体として全社統合マネジメントシステムを最大限に活用し、�
　　継続的に改善活動を行う。�

２．環境負荷削減活動を次のとおり推進する。�

　　①地球温暖化防止対策　　　　②建設副産物対策�
　　③汚染および公害防止対策　 　④生態系保全の推進�
　　⑤化学物質管理の促進　　　　⑥グリーン調達の促進�

３．環境関連法規制、業界規範および当社が同意するその他の要求事項を遵守する。�

４．環境情報の公開を含めた社内外とのコミュニケーションを図る。�

2005年2月改定�

経　営　理　念�

社　長　方　針�

本部長方針�

支社（店）長方針�

部門長環境目標�

工事所長環境目標�

環境自主行動計画�
　基本理念�
　行動指針�
　環境中期行動計画2005�
�

環境中期行動計画2005（2005年4月策定）�

取 り 組 み 事 項� 2005年度　目標� 2006年度　目標� 2007年度　目標�

1．地球温暖化防止対策�

2．建設副産物対策�

3．汚染および公害防止対策�

4．生態系保全の推進�
5．化学物質管理の促進�

6．グリーン調達の促進�

ＣＯ2の排出抑制�

施工段階におけるＣＯ2の排出抑制�

計画・設計段階におけるＣＯ2の排出抑制�

オフィスにおけるＣＯ2の排出抑制�
ＣＯ2以外の温室効果ガス排出抑制�
緑化の推進�

建設廃棄物�

建設廃棄物全体（リサイクル率）�

建設発生土（有効利用率）�

グリーン調達の促進�
グリーン購入の促進（グリーン購入率）�

アスファルト・コンクリート（リサイクル率）�
コンクリート（リサイクル率）�
建設発生木材（リサイクル率）�
建設汚泥（リサイクル率）�
混合廃棄物（2000年度比）�

28.57�
t‐CO2／億円�

28.50�
t‐CO2／億円�

28.44�
t‐CO2／億円�

施策活動の実施�
施策活動の実施�
施策活動の実施�

施策活動の実施�
施策活動の実施�
施策活動の実施�

施策活動の実施�
98％�

83％�
42品目� 42品目� 42品目�

84％� 85％�

96％�
90％�
85％�
35％削減�
88％�
75％�

98％�
96％�
92％�
85％�
40％削減�
89％�
80％�

98％�
96％�
91％�
85％�
37％削減�
88.5％�
77％�

取り組み体制（2006年8月1日現在）�



コンクリート塊�

アスコン塊�

木くず�

建設汚泥�

その他�

建設発生土再利用
�

�
�

159,600 t

  76,300 t

  10,800 t

276,800 t

  21,500 t

662,000 m３

再生される建設副産物� 最終処分量�
�

最終処分量原単位�

89,900 t

36 t／億円�

65

2005年度の環境目標と実績値は、以下のとおりです。�

環境目標を設定し取り組んでいます�
2005年度当社の事業活動を通じてのインプットとアウトプットを集計しています。�

物質やエネルギーのフローを管理しています�

2005年度の環境目標・実績�

マネジメント�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

マテリアルバランス�

環境に関するこれまでの取り組み�

1992年12月�

1997年 1月�

2001年10月�

2004年 4月�

2005年 2月�

2005年 4月�

2005年 5月�

・「地球環境保全に関する指針」制定�

・「奥村組環境保全行動計画」策定�

・「環境報告書2001」発行（第1号発行　その後毎年9月発行）�

・全社統合マネジメントシステムの運用開始�

・「奥村組環境自主行動計画」改定�

・「環境中期行動計画2005」策定�

・統合マネジメントシステムでの認証取得�

10,900 t
220 t

28,500m3

 1,900 t
67,000 t

26,300 t
58,500 t

137,800 m3

30,100 t
158,700 t

セメント�

鉄　　筋�

土　　砂�

アスコン�

砕　　石�

CO2排出量�

CO2排出量�

建設発生土�

建設廃棄物�

　建設汚泥�

　特別管理産業廃棄物�

�

　   77,900 t-CO2

923,000 m3

634,900 t
347,400 t

876 t

インプット� アウトプット�事業活動�

投入� 排出�

処�
分�

再�
生�

施工活動での投入資源�

設　計�

施　工�

運用・維持�
�

施工活動での環境負荷量�

オフィス活動での環境負荷量�施工活動での投入エネルギー�

  4,840 千kwh
17,530 千枚
38,000 m3

37,000 m3

     330 kl

電　　　力�

コピー用紙�

水�

ガ　　　ス�

燃　　　料�

�

電　　力�

軽　　油�

59,500 千kwh
22,000 kl

オフィス活動での投入資源�

新材� 再生材�

2,490 t-CO2

取 り 組 み 事 項� 2005年度目標� 2005年度実績� 評　価�

1．地球温暖化�
　防止対策�

2．建設副産物対策�

3．汚染および公害防止対策�

4．生態系保全の推進�

5．化学物質管理の促進�

6．グリーン調達の促進�

ＣＯ2の排出抑制�

施工段階におけるＣＯ2の排出抑制�

計画・設計段階におけるＣＯ2の排出抑制�

オフィスにおけるＣＯ2の排出抑制�

ＣＯ2以外の温室効果ガス排出抑制�

緑化の推進�

建設廃棄物�

建設廃棄物全体（リサイクル率）�

建設発生土（有効利用率）�

グリーン調達の促進�

グリーン購入の促進（グリーン購入率）�

アスファルト・コンクリート（リサイクル率）�

コンクリート（リサイクル率）�

建設発生木材（リサイクル率）�

建設汚泥（リサイクル率）�

混合廃棄物（2000年度比）�

28.57�
t‐CO2／億円�

29.94�
t‐CO2／億円�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

実施した�

実施した�

実施した�

実施した�

実施した�

実施した�

実施した�施策活動の実施�

98％�

83％�

42品目� 42品目�

87.4％�

96％�

90％�

85％�

35％削減�

88％�

75％�

×�

○�

○�

○�

○�

×�

○�

○�

×�

○�

×�

×�

○�

○�

○�

○�

○�

97.8％�

98.0％�

95.2％�

79.7％�

37.3％削減�

85.8％�

71.8％�
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  10,800 t

276,800 t

  21,500 t
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再生される建設副産物� 最終処分量�
�

最終処分量原単位�

89,900 t

36 t／億円�

65

2005年度の環境目標と実績値は、以下のとおりです。�

環境目標を設定し取り組んでいます�
2005年度当社の事業活動を通じてのインプットとアウトプットを集計しています。�

物質やエネルギーのフローを管理しています�

2005年度の環境目標・実績�

マネジメント�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

マテリアルバランス�

環境に関するこれまでの取り組み�

1992年12月�

1997年 1月�

2001年10月�

2004年 4月�

2005年 2月�

2005年 4月�

2005年 5月�

・「地球環境保全に関する指針」制定�

・「奥村組環境保全行動計画」策定�

・「環境報告書2001」発行（第1号発行　その後毎年9月発行）�

・全社統合マネジメントシステムの運用開始�

・「奥村組環境自主行動計画」改定�

・「環境中期行動計画2005」策定�

・統合マネジメントシステムでの認証取得�

10,900 t
220 t

28,500m3

 1,900 t
67,000 t

26,300 t
58,500 t

137,800 m3

30,100 t
158,700 t

セメント�
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アスコン�

砕　　石�

CO2排出量�

CO2排出量�

建設発生土�

建設廃棄物�
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　特別管理産業廃棄物�
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　   77,900 t-CO2

923,000 m3

634,900 t
347,400 t

876 t
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投入� 排出�

処�
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再�
生�

施工活動での投入資源�

設　計�

施　工�

運用・維持�
�

施工活動での環境負荷量�

オフィス活動での環境負荷量�施工活動での投入エネルギー�

  4,840 千kwh
17,530 千枚
38,000 m3

37,000 m3

     330 kl

電　　　力�

コピー用紙�

水�

ガ　　　ス�

燃　　　料�

�

電　　力�

軽　　油�

59,500 千kwh
22,000 kl

オフィス活動での投入資源�

新材� 再生材�

2,490 t-CO2

取 り 組 み 事 項� 2005年度目標� 2005年度実績� 評　価�

1．地球温暖化�
　防止対策�
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4．生態系保全の推進�

5．化学物質管理の促進�

6．グリーン調達の促進�

ＣＯ2の排出抑制�

施工段階におけるＣＯ2の排出抑制�

計画・設計段階におけるＣＯ2の排出抑制�

オフィスにおけるＣＯ2の排出抑制�

ＣＯ2以外の温室効果ガス排出抑制�

緑化の推進�

建設廃棄物�

建設廃棄物全体（リサイクル率）�

建設発生土（有効利用率）�

グリーン調達の促進�

グリーン購入の促進（グリーン購入率）�

アスファルト・コンクリート（リサイクル率）�

コンクリート（リサイクル率）�

建設発生木材（リサイクル率）�

建設汚泥（リサイクル率）�

混合廃棄物（2000年度比）�

28.57�
t‐CO2／億円�

29.94�
t‐CO2／億円�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

施策活動の実施�

実施した�

実施した�

実施した�

実施した�

実施した�

実施した�

実施した�施策活動の実施�
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83％�

42品目� 42品目�

87.4％�

96％�

90％�

85％�

35％削減�

88％�

75％�

×�

○�

○�

○�

○�

×�

○�

○�

×�

○�

×�

×�

○�

○�

○�

○�

○�

97.8％�

98.0％�

95.2％�

79.7％�

37.3％削減�

85.8％�

71.8％�
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当社では、環境保全活動の情報開示と効率的推進を目的として、2001年度より環境会計を導入しています。�

環境コストと効果を定量的に管理しています�
環境マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ１４００１を取得して、定められたＰＤＣＡサイクルに則ってマネジメントしています。�

国際規格に則した取り組みを推進しています�

環境会計�

マネジメント�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

環境マネジメントシステム�

環境保全コスト�

ＩＳＯ１４００１外部審査�●集計範囲：（株）奥村組のみとし、関係会社は含みません。�

●期　　間：2005年4月1日～2006年3月31日�

●集計方法：①工事所におけるコストはサンプル抽出を行ない、完成工事高により全社換算を行ないました。ただし、建設廃棄物処理

　　　　　　　費用については全額集計しています。サンプリング工事所は、土木１１ヵ所、建築１１ヵ所の合計２２ヵ所（完成工事高で

　　　　　　　全体の16％）です。�

　　　　　　②工事の集計対象は、当社単独工事及び当社が幹事会社になっている共同企業体工事の全額としています。�

●基準資料：「環境会計ガイドライン2005年版」（環境省）�

　　　　　　 「建設業における環境会計ガイドライン2002年版」（建設業3団体）�

分　　　類� 主な取り組み�

2,268
27

4,325
6,620

22
542
236
78
16

7,514

3,324
383

3,770
7,477

22
706
259
35
48

8,547

2004年度� 2005年度�

上・下流コスト�

管理活動コスト�

研究開発コスト�

社会活動コスト�

環境損傷対応コスト�

公害防止コスト�

地球環境保全コスト�

資源循環コスト�
事業エリア内コスト�

小　　計�

合　　計�

騒音・振動防止、水質汚濁防止等の公害防止対策�

地球温暖化防止及び省エネ等の対策�

建設副産物の分別、リサイクル及び適正処理等�

（単位：百万円）�

�

環境に配慮した設計�

環境マネジメントシステム維持及び教育�

環境関連技術研究開発�

地域の環境保全活動への協力等�

近隣補修等�

（注）①環境関連設備投資額：2004年度   78百万円、2005年度   　 24百万円�
　　②研究開発費の総額：2004年度 878百万円、2005年度 1,076百万円�

環境保全効果�

効 果 の 内 容 � 2004年度� 2005年度�

（注）環境保全効果の数値は絶対値で表示しています。�

     923 千t
     992 千m3

74,300 t-CO2
15,650 千枚
  4,880 千kwh�
  2,830 t-CO2
     238 千t
       20 千t
     275 千m3

       88 千t
       21 千t
       44 百万円�

2.8%
1.4%

26.8%

3.0%
1.2%

24.1%

     545 千t
     662 千m3

77,900 t-CO2
17,530 千枚
  4,840 千kwh�
  2,490 t-CO2
     158 千t
       30 千t
     137 千m3

       58 千t
       26 千t
       44 百万円�

事業エリア内で生じる効果（施工段階）�

2004年度� 2005年度�

事業エリア内で生じる効果（オフィス活動）�

上・下流で生じる効果�

建設廃棄物リサイクル量�

建設発生土リサイクル量�

CO2排出量�

PPC用紙使用量（A4換算）�

電気使用量�

CO2排出量�

�

�
グリーン調達      

グリーン購入（文具等５品目）�

砕石�

アスファルト・コンクリート�

土砂�

鉄筋�

セメント�

環境コスト比率＝環境保全コスト／完成工事高　　�
産業廃棄物処理コスト比率＝産業廃棄物処理コスト／完成工事高�
環境関連研究開発コスト比率＝環境関連研究開発コスト／全ての研究開発コスト�

環境コスト比率�

産業廃棄物処理コスト比率�

環境関連研究開発コスト比率�

■外部審査受審結果の推移�

支社店内部監査を店内全部門およびサンプリングによる工事所に

おいて、品質と環境を同時に行う複合監査を実施しています。また、

本社監査を本社部門と支社店へ実施しました。監査部署数は366ヵ所

（店内部門155ヵ所、工事所211ヵ所）でした。不適合は33件でほぼ

昨年と同じでしたが、観察事項は272件と減少しています。これら

の指摘を分析し、各部門で水平展開し業務の適正化・効率化を図り、経

営層のマネジメントレビューのインプット情報として全社的改善活動

を行っています。また、工事所で有効にシステムが運用されるようＥＭ

サポートも実施しています。�

内部環境監査・ＥＭサポート�
■内部監査員数・比率（2006年3末現在）�

内部監査を複合監査に移行するのと同じように、ＥＭＳシステム教育

も単独教育から、ＱＭＳ・ＥＭＳ複合システム教育へと移行して、複合

監査対応の教育を実施しています。2005年度のEMS改定では、大

きな変更箇所はそれほどありませんでしたので、キーマン教育にとど

めたため、EMSシステム教育の受講者は少なくなっています。�

社員教育�
■社員教育受講者数（延人数）�

2,573名�

540名�

21.0％�

2,519名�

514名�

20.4％�

2,493名�

552名�

22.1％�

2005年度�2004年度�2003年度�項　　目�

従業員数�

内部監査員数�

内部監査員比率�

4件�

12件�

16件�

2件�

7件�

9件�

0件�

1件�

1件�

2005年度�2004年度�2003年度�区　　分�

不 適 合 �

観察事項�

　　計�

■環境に関する内部監査実施部署数�

72ヵ所�

217ヵ所�

289ヵ所�

141ヵ所�

221ヵ所�

362ヵ所�

155ヵ所�

211ヵ所�

366ヵ所�

2005年度�2004年度�2003年度�項　　目�

店　　内�

工 事 所 �

　 計�

76件�

327件�

403件�

36件�

385件�

421件�

33件�

272件�

305件�

2005年度�2004年度�2003年度�区　　分�

不 適 合 �

観 察 事 項 �

　 　計 �

■環境に関する内部監査の実施結果�

外部審査受審状況�

2005年5月から、品質・環境の統合マネジメントシステムの認証を

取得し、本社・支社店で運用しています。外部審査は、2006年2月13日

～2月16日に、本社・関

西支社・九州支店・四国

支店で実施され、ＥＭＳ

に関する観察事項が

１件でした。この観察事

項は全社に水平展開し、

内部監査時の重点項目

にしています。�

807人�

133人�

444人�

1,839人�

131人�

417人�

595人�

83人�

386人�

2005年度�2004年度�2003年度�区　　分�

EMSシステム教育�

内部監査員養成教育�

内部監査員レベルアップ教育�
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当社では、環境保全活動の情報開示と効率的推進を目的として、2001年度より環境会計を導入しています。�

環境コストと効果を定量的に管理しています�
環境マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ１４００１を取得して、定められたＰＤＣＡサイクルに則ってマネジメントしています。�

国際規格に則した取り組みを推進しています�

環境会計�

マネジメント�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

環境マネジメントシステム�

環境保全コスト�

ＩＳＯ１４００１外部審査�●集計範囲：（株）奥村組のみとし、関係会社は含みません。�

●期　　間：2005年4月1日～2006年3月31日�

●集計方法：①工事所におけるコストはサンプル抽出を行ない、完成工事高により全社換算を行ないました。ただし、建設廃棄物処理

　　　　　　　費用については全額集計しています。サンプリング工事所は、土木１１ヵ所、建築１１ヵ所の合計２２ヵ所（完成工事高で

　　　　　　　全体の16％）です。�

　　　　　　②工事の集計対象は、当社単独工事及び当社が幹事会社になっている共同企業体工事の全額としています。�

●基準資料：「環境会計ガイドライン2005年版」（環境省）�

　　　　　　 「建設業における環境会計ガイドライン2002年版」（建設業3団体）�

分　　　類� 主な取り組み�

2,268
27

4,325
6,620

22
542
236
78
16

7,514

3,324
383

3,770
7,477

22
706
259
35
48

8,547

2004年度� 2005年度�

上・下流コスト�

管理活動コスト�

研究開発コスト�

社会活動コスト�

環境損傷対応コスト�
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小　　計�
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�

環境に配慮した設計�

環境マネジメントシステム維持及び教育�
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地域の環境保全活動への協力等�

近隣補修等�

（注）①環境関連設備投資額：2004年度   78百万円、2005年度   　 24百万円�
　　②研究開発費の総額：2004年度 878百万円、2005年度 1,076百万円�

環境保全効果�

効 果 の 内 容 � 2004年度� 2005年度�

（注）環境保全効果の数値は絶対値で表示しています。�

     923 千t
     992 千m3

74,300 t-CO2
15,650 千枚
  4,880 千kwh�
  2,830 t-CO2
     238 千t
       20 千t
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       88 千t
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       44 百万円�

2.8%
1.4%

26.8%

3.0%
1.2%

24.1%
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土砂�

鉄筋�

セメント�
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環境関連研究開発コスト比率�
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おいて、品質と環境を同時に行う複合監査を実施しています。また、

本社監査を本社部門と支社店へ実施しました。監査部署数は366ヵ所

（店内部門155ヵ所、工事所211ヵ所）でした。不適合は33件でほぼ

昨年と同じでしたが、観察事項は272件と減少しています。これら

の指摘を分析し、各部門で水平展開し業務の適正化・効率化を図り、経

営層のマネジメントレビューのインプット情報として全社的改善活動

を行っています。また、工事所で有効にシステムが運用されるようＥＭ

サポートも実施しています。�

内部環境監査・ＥＭサポート�
■内部監査員数・比率（2006年3末現在）�

内部監査を複合監査に移行するのと同じように、ＥＭＳシステム教育

も単独教育から、ＱＭＳ・ＥＭＳ複合システム教育へと移行して、複合

監査対応の教育を実施しています。2005年度のEMS改定では、大

きな変更箇所はそれほどありませんでしたので、キーマン教育にとど

めたため、EMSシステム教育の受講者は少なくなっています。�

社員教育�
■社員教育受講者数（延人数）�

2,573名�

540名�

21.0％�

2,519名�

514名�

20.4％�

2,493名�

552名�

22.1％�

2005年度�2004年度�2003年度�項　　目�

従業員数�

内部監査員数�

内部監査員比率�

4件�

12件�

16件�

2件�

7件�

9件�

0件�

1件�

1件�

2005年度�2004年度�2003年度�区　　分�

不 適 合 �

観察事項�

　　計�

■環境に関する内部監査実施部署数�

72ヵ所�

217ヵ所�

289ヵ所�

141ヵ所�

221ヵ所�

362ヵ所�

155ヵ所�

211ヵ所�

366ヵ所�

2005年度�2004年度�2003年度�項　　目�

店　　内�

工 事 所 �

　 計�

76件�

327件�

403件�

36件�

385件�

421件�

33件�

272件�

305件�

2005年度�2004年度�2003年度�区　　分�

不 適 合 �

観 察 事 項 �

　 　計 �

■環境に関する内部監査の実施結果�

外部審査受審状況�

2005年5月から、品質・環境の統合マネジメントシステムの認証を

取得し、本社・支社店で運用しています。外部審査は、2006年2月13日

～2月16日に、本社・関

西支社・九州支店・四国

支店で実施され、ＥＭＳ

に関する観察事項が

１件でした。この観察事

項は全社に水平展開し、

内部監査時の重点項目

にしています。�

807人�

133人�

444人�

1,839人�

131人�

417人�

595人�

83人�

386人�

2005年度�2004年度�2003年度�区　　分�

EMSシステム教育�

内部監査員養成教育�

内部監査員レベルアップ教育�
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環境配慮設計の事例� 建設廃棄物の削減やリサイクルに努めています�

環境配慮設計�

環境保全活動報告�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

環境配慮施工�

CO2の排出を抑えた風力発電機や空調負荷を低減した総合的環境配慮ビルの設計により、地球環境の保全に貢献しています。�

�

工事現場における建設廃棄物やグリーン調達のデータは�

インターネットを利用した建設副産物管理システムによって母店で一括管理しています。�

風力発電機�

■建設廃棄物発生量の推移�

■建設廃棄物の種類別比率�

熱線反射ガラス�

屋上緑化�

建築工事�
土木工事�

発
生
量
（
万
ト
ン
）
�

0

120

100

60

80

40

20

13.7

43.3

57.0
52.2
16.6

35.6

70.4
17.6

52.8

107.6
12.4

95.2

63.5
12.7

50.8

耐震安全性を配慮した�
風力発電機�

建設廃棄物の削減への�
取り組み�

東京ガス（株）が自然エネルギーの活用事業

の一環として建設した風力発電機で、当社は基

礎の設計と施工を担当しました。発電規模は

1,990kW、タワー高さ60m、風を受けるブレー

ドの直径は80mに達するもので、2005年秋か

ら稼動しています。千葉県袖ヶ浦市の東京ガス

袖ヶ浦工場内に設置されるため、建築基準法だ

けでなく工場内のLNGタンクなどの重要設備と

同様に、兵庫県南部地震クラスの地震にも耐え

られる耐震安全性が要求されました。当社は、鋼

管杭基礎の採用および適切な設計により、地震

時の安全性を確保する基礎を実現し、東京ガス（株）

の要求仕様を満たすことができました。�

発生量の推移�

建設廃棄物の発生量は毎年のように大きく変化しています。これは、工事の種類によって建設

廃棄物の発生量が大きく異なるためです。2005年度は2004年度に比べ59.0％に減少しま

したが、これは、大規模なシールド現場からの建設汚泥の発生が終了したためです。�

�

建設廃棄物の種類別比率�

2005年度の建設廃棄物の発生状況を種類別に見ると、建設汚泥、コンクリート塊とアスファ

ルト塊で全体の92％と、大部分を占めています。上位3種類の品目で90％以上を占める傾向

に変わりはありません。�

東京都内の某企業の老朽化した本社社屋の

建替えプロジェクトの実施にあたり、次のような

環境配慮を実施しました。�

①空調負荷の低減�

主として西側に面する開口部（カーテンウ

ォール等）に熱線反射ガラスを採用して、空

調負荷を低減するように配慮しています。�

②ヒートアイランド現象の緩和�

屋上および中間階の屋根部に、屋上緑化を

採用しました。これにより、空調負荷の低減と

ヒートアイランド現象の緩和に寄与できます。

また屋上緑化部分では、再生土の利用や自動

潅水装置の採用によって省エネルギーへの

配慮を行っています。�

③省エネルギーへの配慮�

日射に反応して明るさを調整し消費電力を

抑制するセンサー付照明器具を事務所全体

に設置しました。また社員の滞在時間の異な

るエリアごとに明るさを調整することで、省

電力効果のより一層の向上を図っています。�

大地震時にも重要設備と同等の安全性を確保する�

環境配慮事項�

総合的な省エネルギー対策を考慮したビルを建てる�

環境配慮事項�

オフィスビルの�
総合的環境配慮�

�

建設汚泥�
コンクリート�
アスファルト�
木材�
混合廃棄物�
ガラス陶磁器�
その他�

54%
26%

12%

2% 2% 3%1%

2001年度�2002年度�2003年度�2004年度�2005年度�
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管杭基礎の採用および適切な設計により、地震

時の安全性を確保する基礎を実現し、東京ガス（株）
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CO2排出量削減への�
取り組み�

建設廃棄物は、重要な建設原材料として積極的に再利用・再生利用しています。2002年度から

リサイクル率はほぼ横ばいですが、国土交通省が設定した目標はほぼ達成しています。特に建設

汚泥や混合廃棄物、木材は目標値を大きく上回っていますが、これは現場での分別回収、啓発・教育の

徹底によるものと考えられます。�

2005年度の再生資材の使用率は、砕石70.3％、アスファルト・コンクリート94.1％、土砂82.9％、

鉄筋99.6％、セメント70.6％で、2004年度に比べ砕石9.3％増、アスファルト・コンクリート8.3％増、

土砂11.7%増、鉄筋2.4％増、セメント20.9％増でした。�

グリーン調達については、2004年度より下記5品目から42品目に拡大し取り組んでいます。工事

所で42品目のうち対応可能なものについて取り組んだ結果、2005年度の使用実績は昨年度と

同様平均8.0品目／工事所でした。�

当社では、工事所での施工活動およびオフィス活動におけるCO2排出量削減に取り組んでいます。

2005年度は、サンプリング現場数を増やしてCO2排出量調査を実施しました（土木40現場〈2004

年度〉→99現場、建築40現場〈2004年度〉→87現場）。前年度と比較すると、オフィス活動におけ

るCO2排出量は減少していますが、施工におけるCO2排出量は増加しています。施工での排出量は

工事量に左右されますので施工高当りの原単位で整理したものが右図です。2005年度は、前年度

と比較するとほぼ横ばいですが、1990年度比では6.9％削減されています。当社で策定している

「環境中期行動計画2005」を達成していくために、さらなる取り組みを進めていきます。�

有害物質についての�
取り組み�

リサイクルへの�
取り組み�

グリーン調達への�
取り組み�

97.8

ＰＣＢを含有する機器については、「ＰＣＢ特別措置法」に則り、適正に保管しています。今回１台

増加していますが、該当する奈良市には連絡済みです。�

ＰＣＢの適正管理�

解体工事や補修工事において発生した吹付け等アスベストは、石綿障害予防規則や大気汚染防止

法等に従い、安全対策を講じて除去し、「廃棄物処理法」に基づき特別管理産業廃棄物として適正に

処理しています。非飛散性アスベストについては「非飛散性アスベスト廃棄物の取扱いに関する技術

指針」に基づき、適正に処理しています。�

アスベストの除去・処理�

解体工事で廃棄物となる空調、冷蔵機器のフロンは「フロン回収破壊法」に基づき、適正に処理

しています。�

フロンの処理�

2005年度� 3,308m32,937m3 326m32003年度� 2004年度�
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建設廃棄物のリサイクルやグリーン調達に努めています。�
限りある資源を大切に利用しています。また、CO2の排出量削減への取り組みや有害物質の管理にも取り組んでいます。�
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周辺環境保全への�
取り組み� 工事所や部門では、「環境関連法規制等登録表」を作成し、該当する法令や条例等に漏れのない

よう、定期的にチェックしています。特に解体工事でのアスベスト対策については、該当する法令を

順守し、作業員だけでなく周辺住民の方の安全にも配慮して施工しています。環境内部監査でも重点

的にチェックすることによって、2005年度も法令違反ゼロを達成しました。�

法順守の状況�

関西支社の松崎住宅JV工事所では、建設廃

棄物の発生抑制に努め、発生した建設廃棄物、

一般廃棄物も徹底した分別回収を行っています。�

建設廃棄物・一般廃棄物の削減�

既存の建物におけるアスベストの処理につい

ては、十分な現状調査をもとに最適な工法を提

案しています。アスベスト処理やアスベスト含

有建材を使用した建築物の解体などの際には、

石綿作業主任者等所定の技能講習修了者の中

から作業主任者を選任するとともに、作業従事

者には石綿取扱い作業従事者特別教育を実施し、

作業者自身の健康への配慮とともに工事区域

外へのアスベスト含有粉じんの飛散防止に対す

る意識の徹底を図っています。�

また、アスベスト関連の最新情報を全社員が

迅速・容易に入手できるよう関連情報を一元化

したサイトを社内ホームページに開設し、適正

な対応と正確な知識の普及を図っています。

このサイトにはアスベストに対する社内管理基

準である「石綿粉じんばく露防止基準」をはじめ、

アスベスト調査票などの社内基準・資料、最新法

規、処理工法マニュアル、関連団体情報などを

掲載しています。�

�

アスベスト対策�

富山県魚津市内において当社が施工してい

る第１魚津トンネルは、延長1,055m、掘削断面

積80㎡の新幹線トンネルです。トンネルは、土

被りが平均26ｍと比較的小さく、ルート直上に

は県道や用水路、民家、送電線鉄塔などの重要

構造物が存在しました。このため、掘削による

地表への影響が懸念され、周辺環境保全のため

に慎重な施工が求められました。よって、詳細

な施工計画を立案し、地表面の沈下や地中の

変位計測、鉄塔の変状や法面の動態観測などの

計測管理を行うとともに、長尺鋼管先受工など

の適切な補助工法を採用しました。その結果、

地表面沈下を最大8mm、鉄塔の変位を1mm

以下で管理基準値をクリアーし、周辺環境への

影響を最小限に抑えることができました。�

�

東京支社の地下鉄城山工事所では、使用車両

に排気ガス浄化装置を搭載することによってト

ンネル内作業環境を良好な状態に保ち、場内か

らクリーンな空気を排出するように取り組んで

います。�

周辺環境保全�

大気汚染対策�

魚津トンネル上越方坑口・鉄塔状況�

魚津トンネル重要構造物位置図�

ＡＬＣ・廃プラ・コンガラ・スクラップ分別状況�

手作業によるスレート屋根材の解体�

保護衣を着用した除去作業�

排気ガス浄化装置付トラック�

具体的環境対策を実施しています。�
工事現場での環境対策はホームページや会議等で水平展開しています。�

北陸新幹線�
第1魚津トンネル�

トンネル　L=1,055m

上越方�

富山方�

鉄塔�

県道�

鉄塔�
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オフィスにおける活動�

環境保全活動報告�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

紙と電気使用量削減�
への取り組み�

コピー用紙と電気使用量の削減については、各部門でオフィス環境推進者を選任し、コピー用紙と

電気使用の運用ルールを定め、使用量の削減に努めています。コピー用紙の使用量が増加していま

すが、これは見積り業務の増加に伴う提出書類の増加によるものです。電気使用量は、猛暑・厳寒でし

たが、クールビズ・ウォームビズ活動を行ったため、ほぼ昨年と同様の使用量で収まりました。�

ごみリサイクルの推進� 全支社店でオフィスでのごみリサイクルに取り組んでいます。主要オフィス（東京・大阪でのビル）

では2005年度と2004年度とを比較すると、ごみの発生量が少し増加しましたがリサイクル率は

向上しました。�

「チーム・マイナス６％」�
 への参加�

「チーム・マイナス6％」に参加しています。地球温暖化防止のため、自分たちにできる6つの行動

を具体的に行っています。�
�
�

1． 室温を冷房時２８℃、暖房時２０℃にする�

2． 蛇口をこまめに閉める�

3． エコドライブをする�

4． エコ製品を選んで買う�

5． 過剰包装を断る�

6． コンセントをこまめに抜く�

たとえば、クールビズ活動ではノーネクタイ。ウォームビズでは1枚余分に着ることで適温に調整し

ています。�

緑の地球防衛基金への�
協力�

（財）緑の地球防衛基金に、使用済みプリペイ

ドカードや切手などを寄付しました。寄付したカ

ード類は同基金から業者を通じて収集家などに

販売され、その資金でタンザニアや中国などで

の植林活動に充てられます。2005年度はプリ

ペイドカード3,450枚、切手24,639枚などを

寄付しました。�

グリーン購入活動への�
取り組み�

全社のオフィスでグリーン購入に取り組んでいます。グリーン購入率は少しずつではありますが、毎年

向上しています。今後は、文具と外注印刷物でのグリーン購入比率を高めるための取り組みを進めます。�

インプットとアウトプットを削減・適正化しています�
紙と電気の使用量削減、ごみのリサイクル、グリーン購入を中心に取り組んでいます。�

■主要オフィスでのごみの発生量�■ごみの種類別発生量とリサイクル率�

■グリーン購入�■品目別グリーン購入比率�

■オフィスでのコピー用紙使用量（A4換算）� ■オフィスでの電気使用量�

種　別�

紙�
新聞�
雑誌�

ダンボール�
缶・ビン�

プラスチック�
その他�
計�

71.9�
9.3�
11.3�
7.1�
2.8�
6.9�
6.6�

115.9

42.4�
9.3�
11.3�
7.1�
2.8�
0.6�
2.8�
76.3

59.0�
100.0�
100.0�
100.0�
100.0�
8.7�
42.4�
65.8
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計�

11,603�
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8,352�
19,541�
902�
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9,392�
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902�
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99.2�
100.0�
79.3�
100.0�
87.4
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環境配慮新技術の開発�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

水質浄化技術への�
取り組み�

バイオマス利用技術�
への取り組み�

環境創造技術への�
取り組み　�

建物環境技術への�
取り組み�

環境負荷の低減に貢献する新技術を開発しています�
水質浄化、バイオマス利用、環境創造、建物環境整備などに寄与する、環境適合技術の開発に取り組んでいます。�

コンパクトウエットランドは独立行政法人土木研究所等と共同開発したもので、糸状の生物担体に

よる河川等の水質浄化と、浸透流タイプの湿地浄化を組み合わせたシステムです。当社ではその技

術をベースに、富栄養化対策として栄養塩類対応型コンパクトウエットランドを開発しました。窒素、

りんといった栄養塩類に対応できるうえ、省面積で高効率な処理可能なため、都市部においても設置

できるローメンテナンス型の水質浄化施設です。下水処理場からの栄養塩類豊富な放流水を親水施

設やビオトープに用いる場合などに利用します。�

栄養塩類対応型コンパクトウエットランド�

都市のヒートアイランド現象を抑制するとともに、植物からの蒸散効果により周囲の温度上昇を防

ぎ、無機的な屋上に潤いのある快適空間を提供します。日射の遮断と断熱効果もありますので、建物

の空調負荷を低減して省エネルギーに貢献できます。�

軽量でコンパクトなユニット型プランター方式の屋上緑化システムは、施工が容易で新築建物だけ

でなく既設建物へもスムーズに適用できます。また、工場建屋など折板屋根の屋上に設置できる屋

上緑化システムは、屋根の紫外線劣化等に対する耐侯性も向上します。�

建物屋上緑化システム�

近年、集合住宅の居住性能への関心が高まり、高度な性能が要求されるようになってきました。最

近では、建物の性能を設計段階から積極的に表示していく日本住宅性能表示制度が整備されていま

す。本床システムは、現場における実測結果をもとに日本住宅性能表示制度の特別評価方法認定（注1）

を取得し、重量・軽量各床衝撃音に対して高度な遮音性能を達成した高性能床仕上げ材を用いたシス

テムです。さらに、床下地材には断熱材として発泡プラスティックを採用しているので、断熱効果が高

く床暖房などの効率が良くなります。�

注１：特別評価方法認定とは、日本住宅性能表示制度の評価方法基準（告示）の範囲外の場合や告示よりも上位等級を確保できる

　　　ものに対しての認定制度です。�

防音フローリング床システム�

バイオマス利用技術の一つの試みとして、有機性の残渣（食品残渣）を発酵させて作った液肥（活

性液）によるイチゴやタマネギの実験栽培を行っています。活性液はアミノ酸、有機酸や各種ミネラ

ルが豊富で弱酸性のため腐敗せず、長期保存が可能です。実験栽培圃場（イチゴ、タマネギ）では、慣

行農法（化学肥料）との比較実験を実施し、品質（糖度や酸度）、収量および土壌の変化についてデー

タを集積しています。�

液肥による野菜栽培�

栄養塩類対応型コンパクトウエットランド� ビオトープへの利用�

高速液肥製造機� 実験栽培圃場（イチゴ）�

プランター方式屋上緑化システム施工例�

■試験施工での屋根スラブ下端温度の実測値�
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経営理念・�
企業行動規範�

社内体制�

地域社会との交流�

企業倫理の確立と法令順守体制の構築を進めています�
経営理念に掲げられた「社会から必要とされ続ける企業」を目指すための実践活動のひとつとして、�

企業倫理の確立および法令順守の体制の構築が不可欠と考え、積極的に取り組んでいます。�

コミュニケーション�

さまざまな情報開示と対話を行っています�
社会や地域の方々とのコミュニケーションを通じて、当社の活動をより広く、深くご理解いただけるように努めています。�

中核となる「経営理念」および「企業行動規範」を踏まえて業務を遂行するうえで求められる行動

基準、そして行動基準の項目に沿ったポリシー、規程およびマニュアルをそれぞれ策定しています。�

社内研修� 一昨年、コンプライアンスに関するポリシー、

規程およびマニュアルなどを取りまとめた要約

版として冊子「コンプライアンスの標（しるべ）」

を発刊し、すべての役員および従業員に配布の

うえコンプライアンス研修を実施したことを

受けて、独占禁止法、建設業法、情報セキュリ

ティ等テーマ別の研修を行いました。�

幼稚園児の現場見学会、修学旅行生への阪神・淡路大震災の復旧工事説明、近隣との餅つき大会

や祭への参加、現場周辺の清掃活動などを通して、地域社会とのコミュニケーションを図っています。�

環境技術展示� さまざまな展示会に当社の最新環境技術を展示し、広く紹介しています。�

諸団体への参加� 環境技術の維持向上、情報交換・収集を目的に、業界内外の諸団体活動に参画しています。�

役員および従業員の意識を改革し、コンプライアンスの浸透･定着を図ることを目的として諸施策

を審議するため、コンプライアンス担当役員、営業、技術、管理の各本部長、弁護士などで構成する

コンプライアンス委員会ならびに同委員会の事務局および諸施策の実施部署としてのコンプライ

アンス室が構築の担い手となっています。�

コンプライアンス委員会・コンプライアンス室�

本来の業務ラインとは別に、コンプライアンスに関するさまざまな相談を受け付けるとともに、コン

プライアンス違反行為などの未然防止および早期発見・早期解決を図るための通報窓口を社内、社外

（弁護士事務所）に設置し、窓口に通報があった場合の通報内容の機密保持、通報者への不利益な

取扱いの禁止を明確に規定したうえで運用しています。�

相談･通報窓口�

社内研修�

幼稚園児の現場見学会�近隣餅つき大会への参加�

だんじり祭りへの参加� 現場周辺の清掃活動�

六甲道駅震災復旧工事の説明�
（岩手大学教育学部付属中学校の修学旅行時）�

くらしと技術の建設フェアin徳島�

環境保全専門委員会第1小委員会、各支部環境委員会�

農地グループ、ディスポーザーグループ�

環境委員会�

海面埋立地土壌汚染検討ワーキンググループ�

環境委員会�

環境推進委員会�

使用済み切手、プリペイドカードの収集・寄付�

団　体　名�

（社）日本土木工業会�

有機性廃棄物資源循環システム研究会�

（社）愛知県建設業協会�

土壌汚染対策コンソーシアム�

（社）大阪建設業協会�

大阪商工会議所�

（財）緑の地球防衛基金�

委　員　会　等�

展示会名�

EE東北2005

建設技術展2005近畿�

第16回国際地盤工学会議�
「技術展示会」�

エコテクノ2005

くらしと技術の�
建設フェアin徳島�

建設技術フェアー2005�
in中部�

主　催�

国土交通省�

建設技術展近畿実行委員会�

第16回国際地盤工学会議�
技術展示会事務局�

北九州市�
（財）西日本産業貿易�
コンベンション協会�

建設フェアー実行委員会�

国土交通省�
中部地方整備局�

開催期間�

2005.5.25～26

2005.7.15～16�
�

2005.9.12～15

2005.10.19～21

2005.11.11～12

2005.11.17～18

展示テーマ�

免震技術、リ・バースコンクリート�

解体処理技術、リ・バースコンクリート�
�
最終処分場の新しい遮水技術�
　・自然加圧修復システム  �
　・一体型遮水シート�
�
�リ・バースコンクリート、構造物解体処理システム、�
土壌浄化技術、最終処分場の環境保全と適正化�

免震技術�
　・地震時の揺れがわかる模型の展示 �
　・パネル展示・DVD上映�

免震技術�
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労働安全衛生�

従業員とのかかわり�

Environmental & Social Report 2006 Environmental & Social Report 2006

労働安全衛生マネジメント�
システムの運用�

人事制度の変革�

全員参加で継続的な活動を進めていきます�
人命尊重を基本理念とし、安全で快適な職場環境を形成するため、「安全衛生方針」を定め、�

全員参加で自主的かつ継続的な安全衛生活動を推進しています。�

人事制度�

自律的労働と社員の活性化をテーマに取り組んでいます�
「社会から必要とされ続ける企業」を目指して、当社では「人事制度の変革による人的対応力の強化」に向けた施策を2002年度   

　から実施しています。これらのテーマは「自律的労働」および「全社員の活性化」です。�

当社では、2002年度に労働安全衛生マネジ

メントシステム（OHSMS）の運用を開始し、

2004年度には品質・環境マネジメントシステ

ムと統合して運用しています。OHSMSのガイ

ドラインに沿って安全衛生方針を定め、全員参

加で自主的かつ継続的な安全衛生活動に取り

組んでいます。�

2005年度には、重篤な災害は発生しませんで

したが、件数は前年に比べて増加しました。特に

新規入場時より日が浅いうちの被災が多数を占

めましたので、今年度は新規入場時の教育の充実

をはかり、災害発生の低減をめざしています。�

安全衛生教育の実施� 労働集約型産業である建設業では、他産業に

比べて人に起因する労働災害が多く発生して

います。災害を防止するためには、安全衛生教

育が重要です。当社では、定期的な職員集合教

育を行うとともに、安全衛生協力会と連携して

協力会社の職長クラスの安全衛生管理能力を

高める教育を実施しています。�

「ひと声かけあい運動」�
 の展開�

過去の災害発生状況を踏まえ、当社では2005年度から「私は安全帯を使用します」を合言葉に、「ひ

と声かけあい運動」を展開し、不安全行動の撲滅に取り組んでいます。墜落・転落は重大な災害につ

ながることから、特に高所での不安全行動防止を重視しています。�

設備・機械の�
安全性向上�

ケアレスミスなどのヒューマンエラーがあっ

ても労働災害に結びつかない設備・機械を使っ

て作業することは、安全管理の重要なポイント

です。手すり先行工法による足場をはじめ、作

業者が安心して作業できる環境づくりを推進し

ています。�

■職能系統・資格の刷新、職制の見直し�
迅速な意思決定のための中間職制の廃止や、職制に任期を設定する等の見直しにより職制の若返

りを促進するとともに、全社員の活性化を図っています。�

�

■目標管理制度、人事考課制度の導入�
組織の目標と個人の目標を統合させ、その達成に向けて自己統制しながら業務を進めていく目標

管理制度を導入しています。その目標管理制度の達成成果を一部に反映させる人事考課制度は、

「考課プロセスの明確化」「考課項目の変更」「フィードバック面談の導入」「考課者研修の実施」を

柱に掲げ、2004年度から展開しています。�

�

■フレックスタイム制度の導入�
「社員の自律的労働」を促すために、主として店内技術部門（2005年度は11部署）を対象に

フレックスタイム制度を導入しています。�

�

■社員の健康管理�
2006年度から、私傷病や介護のために長期休務を余儀なくされた社員をサポートするため、失効

年休復活制度を設けました。アスベスト（石綿）ばく露による社員の健康調査については、退職者を含

め希望者全員（275名）の健康診断を実施しましたが、疾病の発症には至っていません。�

�

■女性が働きやすい環境づくり�
「全社員の活性化」のための女性社員の能力活用と「少子高齢化」への対応を目的として、育児・

介護休業制度、あるいはセクシュアル・ハラスメントに関する社内相談窓口の設置など女性が働きや

すい職場環境を整えています。�
�
�
�
�
�
�
■障害者の雇用�
2006年6月現在、38名の障害を持つ社員が全国各地の職場で働いています。障害者雇用率は

1.78%です。�
�

■2007年問題への対応�
団塊の世代の大量退職という2007年問題への対応としては、�

・新卒者の安定採用・若手社員の早期戦力化・有資格者の計画的育成・短期的施工要員の確保�

 を基本方針とし、安定した人材確保を進めています。�

�

�

加えて2006年度から改正された「高年齢者の雇用の安定等に関する法律」に則って、定年退職

者の再雇用制度を導入しました。定年を迎えても意欲のある社員には、後進の指導育成、技術の伝
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①労働安全衛生法その他の関係法令および当社の規程
　を遵守する。�

②労働安全衛生マネジメントシステムを適切に実施し、�
　運用する。�

③安全衛生教育を確実に実施し、�
　安全衛生の重要性と災害防止策の周知徹底を図る。�

④適正な作業計画と作業手順を定め、�
　不安全行動災害の防止を図る。�

⑤機械・設備等の本質安全化を図り、�
　ヒューマンエラーによる災害を防止する。�
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環境・社会報告書 2006

株式会社奥村組　管理本部　品質環境管理部�
〒545-8555　大阪市阿倍野区松崎町2-2-2�
TEL.(06)6625-3670  FAX.(06)6623-5780

●この報告書に関するお問い合わせは�

Being a member of the construction industry, 
an "environment-creating industry," our company aims to conserve the environment, 
while being friendly to both people and the Earth.
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